
主担当部局（長）名
地域振興部長　山下 保典 

※は数値の低い方が良くなる指標

目
標

市町村が取り組む行財政改革を県が支援するこ
とにより、市町村財政の健全化を図ります。

１．政策目標達成に向けた進捗状況

目
標

市町村の行政サービス維持向上のため、市町村
の連携・協働、活性化を支援します。

成
果

奈良県・市町村長サミットを年4回開催し、県と市
町村が連携・協働して取り組む地方創生、医療・
介護の一体的取組、農地マネジメント等につい
て、課題の共有や意見交換を行ったほか、様々な
分野で、市町村の連携・協働、活性化を支援した
ことにより、市町村同士の連携が進み、平成28年
度の事務の共同処理設置数は、平成26年度より6
件増加しました。

市町村の財政健全化の取組や適正な職員数につ
いて助言を行うなど、県内市町村の行財政改革の
推進等の支援に取り組みましたが、平成28年度の
県内市町村の経常収支比率は、地方消費税交付
金や普通交付税の減少等により、前年度と比べて
3.9ポイント上昇しました。

成
果

市町村の地域課題を解決するため、県と市町村、市町村間の連携・協働

の取組等の積極的な支援を行い、奈良県を元気にします。 

目指す姿 

Ⅵ 市町村への支援 
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２．現状分析

主担当部局（長）名
地域振興部長　山下 保典 

※は数値の低い方が良くなる指標

目
標

市町村が取り組む行財政改革を県が支援するこ
とにより、市町村財政の健全化を図ります。

１．政策目標達成に向けた進捗状況

目
標

市町村の行政サービス維持向上のため、市町村
の連携・協働、活性化を支援します。

成
果

奈良県・市町村長サミットを年4回開催し、県と市
町村が連携・協働して取り組む地方創生、医療・
介護の一体的取組、農地マネジメント等につい
て、課題の共有や意見交換を行ったほか、様々な
分野で、市町村の連携・協働、活性化を支援した
ことにより、市町村同士の連携が進み、平成28年
度の事務の共同処理設置数は、平成26年度より6
件増加しました。

市町村の財政健全化の取組や適正な職員数につ
いて助言を行うなど、県内市町村の行財政改革の
推進等の支援に取り組みましたが、平成28年度の
県内市町村の経常収支比率は、地方消費税交付
金や普通交付税の減少等により、前年度と比べて
3.9ポイント上昇しました。

成
果

市町村の地域課題を解決するため、県と市町村、市町村間の連携・協働

の取組等の積極的な支援を行い、奈良県を元気にします。 

目指す姿 

Ⅵ 市町村への支援 
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地方公共団体間の事務の共同処理の状況調べ（総務省） 

（注）事務の共同処理設置数：多様化する行政需要に適切かつ効率的

に対応するため、市町村が共同して事務を処理する一部事務組合、広

域連合等の設置数
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３．戦略目標達成に向けた進捗状況
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目
標

①市町村の課題について、協働で解決策を検討します。
②市町村が独自に取り組む施策を支援します。
③市町村職員の人材育成を支援します。

主担当課(長)名

25回（H24年度） （H29年度）

奈良県・市町村長サミットの開催
（再掲）（①,②）

奈良県・市町村長サミットの
開催回数［累計］（再掲）

成
果

・市町村から31名の実務研修員を受け入れ、実務
研修員を対象とした研修会を年6回開催しました。
・市町村職員人材力の向上を支援するため、奈良
県市町村政策自慢大会を開催し、14市町村の参
加がありました。

市町村職員の人材育成を支援します。

目
標
市町村の課題について、協働で解決策を検討しま
す。

戦略目標

市町村振興課長　堀辺　王太郎戦略２　市町村の実情に応じた行政経営向上への取
組を支援します。

成
果

・奈良県・市町村長サミットを年4回開催し、県と市
町村が連携・協働して取り組む課題の共有や意見
交換を行いました。
・市町村の地方創生推進を支援し、平成29年度は
32市町村46事業が国の地方創生推進交付金の
採択を受けました。

30回 55回
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主な取組指標等

地方版総合戦略に基づく地方創生の課題等の解決

に向けて、平成 年 月及び平成 年 月に県・市

町村地方創生連携会議を開催し、意見交換による

情報共有や市町村への助言を行い、奈良県全体で

課題を解決する場を設けました。（①②）

数値で表せない成果

平成 年 月に、実務研修を修了した市町村職員

等を対象に、市町村行政に関する講義を実施するこ

とで、行政能力の向上及び修了生同士が交流を深

める機会をつくりました。（③）

倍増

％増
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※は数値の低い方が良くなる指標

経常収支比率が全国平均未満の
市町村数

市町村の給与水準、職員数、
税財政状況等の公表数

目
標
市町村職員の定員・給与の適正化を支援します。

成
果

各市町村に対してヒアリングを実施し、定員管理
の状況を把握するとともに助言等を行った結果、
平成28年度の県内市町村の実人数として209人の
減少となりました。一方、全国類似団体（人口と産
業構造が似通った自治体同士の平均数値）との比
較では、類型別団体区分変動の影響もあり、平成
28年度は679人超過となりました。

戦略目標

①経常収支比率（市町村平均）全国ワースト10から脱却します。（H27年度経常収支比率（市町村平
均）：全国44位）
②市町村税徴収率（市町村平均）を全国平均まで引き上げます。（H26年度：奈良県94.0％、全国平
均：95.5％）
③市町村職員の定員・給与の適正化を支援します。

市町村振興課長　堀辺　王太郎戦略３　市町村の行財政運営の改善を支援します。 主担当課(長)名

目
標

市町村税徴収率（市町村平均）を全国平均まで引
き上げます。（H26年度：奈良県94.0％、全国平均：
95.5％）

成
果

県職員を市町村に派遣し、ともに滞納整理に取り
組む協働徴収や市町村職員を県に受け入れ徴収
技術の習得を図るなどの取組により、市町村税徴
収率（市町村平均）は年々上昇しています。

16市町村 12市町村 10件 9件

25.0％ 10.0％（H24年度） （H28年度） （H26年度） （H29年度）

市町村行財政健全化に向けた
重点的・集中的な支援（①,②）

市町村の行財政状況などをわか
りやすく分析、公表（①,②,③）
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％増

主な取組指標等

平成 年 月に、市町村の財政健全化に向け、市町

村に対しヒアリングを実施しました（「中期財政見通

し」ヒアリング）。団体の個別状況に応じ、今後の財

政運営の見通しについて具体的な助言等を行うこと

で、財政健全化の取組推進に寄与しました。（①）

数値で表せない成果

（ ）は全国順位 

平成 年 月に、市町村職員の給与について、行財

政等担当課長会議を開催し、市町村向けの説明を

行うとともに、市町村ごとに実態調査とヒアリングを

実施し、適正化を進めました。（③）

目標  
全国平均 
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〔重要課題〕市町村の財政健全化
への取組に対する支援(4,5,a)
・市町村の積極的な税収確保の取
組に対する支援(4,5,6,a)
・市町村職員の人材育成の支援

・市町村の財政状況を県民にわか
りやすく情報提供(4,5,6,a)
〔重要課題〕市町村の地方創生へ
の支援(4,c)

＜奈良県への向かい風＞ ≪強みで向かい風を克服する課題≫

d 他県に比べ急速な人口減少と高齢化
の進展
e 過疎地域における集落機能の低下や
農林地の荒廃により、地域資源の承継が
困難

〔重要課題〕小規模町村への具体
的支援の検討(2,d,e)

〔重要課題〕市町村独自で取り組む
新たな市町村活性化への支援

≪弱みを踏まえ向かい風に備える課題≫

1 知事と市町村長による意見交換
の場である「奈良県・市町村長サ
ミット」を定期的に開催し、相互の課
題認識や情報共有を行うなど、課
題解決への取組を促進
2 「奈良モデル」の推進により、県と
市町村の連携・協働の仕組みが充
実
3 まちづくりを推進するため、県内
24市町村と連携協定を締結

＜戦略目標達成に向けた主な進捗状況＞

＜奈良県への追い風＞
a 各市町村において、総職員数の削減や
給与等の適正化、歳出削減、税収強化
等の行財政改革が行われ、行財政運営
はゆるやかに改善傾向
b 「連携協約」や「事務の代替執行」と
いった制度が創設されるなど、「奈良モデ
ル」の取組を国が追認する形で地方自治
法が改正。第31次地方制度調査会答申
において、市町村間の調整機能や事務
の補完機能等、人口減少社会における
都道府県の役割の重要性が言及される
など、「奈良モデル」の考え方が取り入れ
られている
c 国による地方創生の動き

〔重要課題〕「奈良モデル」として県・
市町村の連携・協働を積極推進

〔重要課題〕「奈良モデル」のこれま
での成果を踏まえ、県と市町村、複
数の市町村が連携・協働して取り組
む検討課題を掘り起こし、取組を充
実(2,3,b)
・県と市町村が協働し、地域の課題
解決への取組検討の実施(1,b,c)

４．平成３１年度に向けた課題の明確化

＜政策目標達成に向けた主な進捗状況＞ ＜奈良県の持っている強み＞   ＜奈良県の抱えている弱み＞

≪弱みを踏まえ追い風を活かす課題≫≪強みで追い風を活かす課題≫

県職員を市町村に派遣し、ともに滞納整
理に取り組む協働徴収や市町村職員を
県に受け入れ徴収技術の習得を図るな
どの取組により、市町村税徴収率（市町
村平均）は年々上昇しています。

市町村の財政健全化の取組や適正な職
員数について助言を行うなど、県内市町
村の行財政改革の推進等の支援に取り
組みましたが、平成28年度の県内市町村
の経常収支比率は、地方消費税交付金
や普通交付税の減少等により、前年度と
比べて3.9ポイント上昇しました。

4 人口5,000人以下の小規模町村
が多く、行財政基盤が脆弱
5 経常収支比率の全国順位が下位
である市町村が多く、また、経常収
支比率(市町村平均)が全国平均よ
り高い
6 調定額に占める滞納繰越分の割
合が大きく、市町村税徴収率(市町
村平均)が全国平均より低い
7 全国の同規模団体に比して県全
体で職員数が多い傾向

－174－

※は数値の低い方が良くなる指標

経常収支比率が全国平均未満の
市町村数

市町村の給与水準、職員数、
税財政状況等の公表数

目
標
市町村職員の定員・給与の適正化を支援します。

成
果

各市町村に対してヒアリングを実施し、定員管理
の状況を把握するとともに助言等を行った結果、
平成28年度の県内市町村の実人数として209人の
減少となりました。一方、全国類似団体（人口と産
業構造が似通った自治体同士の平均数値）との比
較では、類型別団体区分変動の影響もあり、平成
28年度は679人超過となりました。

戦略目標

①経常収支比率（市町村平均）全国ワースト10から脱却します。（H27年度経常収支比率（市町村平
均）：全国44位）
②市町村税徴収率（市町村平均）を全国平均まで引き上げます。（H26年度：奈良県94.0％、全国平
均：95.5％）
③市町村職員の定員・給与の適正化を支援します。

市町村振興課長　堀辺　王太郎戦略３　市町村の行財政運営の改善を支援します。 主担当課(長)名

目
標

市町村税徴収率（市町村平均）を全国平均まで引
き上げます。（H26年度：奈良県94.0％、全国平均：
95.5％）

成
果

県職員を市町村に派遣し、ともに滞納整理に取り
組む協働徴収や市町村職員を県に受け入れ徴収
技術の習得を図るなどの取組により、市町村税徴
収率（市町村平均）は年々上昇しています。

16市町村 12市町村 10件 9件

25.0％ 10.0％（H24年度） （H28年度） （H26年度） （H29年度）

市町村行財政健全化に向けた
重点的・集中的な支援（①,②）

市町村の行財政状況などをわか
りやすく分析、公表（①,②,③）

（ 位） （ 位）
（ 位）

（ 位）
（ 位）
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定員管理調査（総務省）

％増

主な取組指標等

平成 年 月に、市町村の財政健全化に向け、市町

村に対しヒアリングを実施しました（「中期財政見通

し」ヒアリング）。団体の個別状況に応じ、今後の財

政運営の見通しについて具体的な助言等を行うこと

で、財政健全化の取組推進に寄与しました。（①）

数値で表せない成果

（ ）は全国順位 

平成 年 月に、市町村職員の給与について、行財

政等担当課長会議を開催し、市町村向けの説明を

行うとともに、市町村ごとに実態調査とヒアリングを

実施し、適正化を進めました。（③）

目標  
全国平均 

－173－－173－ －174－



５．平成２８年度の評価を踏まえ、平成３０年度に向けて見直した課題、取組

６．重要課題についての今後の取組方針

・県・市町村地方創生連携会議等を活用し、県と市町村の調整・情報交
換を行い、市町村の地方創生の推進を支援します。
・地方版総合戦略に基づく地方創生を達成する上での課題等の解決に
向けて、意見交換や市町村への助言を行います。

市町村の地方創生への支援（戦略2）

見直した課題 見直した取組方針、見直した内容

「奈良モデル」として
県・市町村の連携・協
働を積極推進（戦略１）

平成28年度に開催した「奈良モデルのあり方検討委員会」において、「奈良モデル」の推
進にあたっては、検討段階における支援が効果的であったと評価されたため、「奈良モ
デル推進補助金」の対象を、新たな広域連携の検討や計画策定の段階に特化する見直
しを行いました。

市町村独自で取り組む新たな市町村活
性化への支援（戦略3）

地域の特性や多様な資源を活かした地域づくりを推進するため、創意と
工夫あふれる市町村の事業を支援します。

小規模町村への具体的支援の検討
（戦略3）

小規模町村へ効果的な県の支援方法を具体的に検討し、実現可能なも
のから実施します。

弱みを踏まえ向かい風に備える課題 今後の取組方針

「奈良モデル」として県・市町村の連携・
協働を積極推進（戦略1）

・取組の検討段階における支援を重点的に行いながら、県と市町村、市
町村間の連携・協働を推進します。特に、平成28年度に実施した「奈良
モデル」の今後のあり方検討の結果を踏まえ、県域水道ファシリティマネ
ジメント、まちづくり、社会保障分野の医療・介護一体の取組を今後一層
推進するとともに、市町村行政の基礎となる分野の事務・行政サービス
の共同化や人材の共同確保・育成に取り組みます。
・「奈良モデル」に対する財政支援を実施します。（奈良モデル推進補助
金等）

「奈良モデル」のこれまでの成果を踏ま
え、県と市町村、複数の市町村が連携・
協働して取り組む検討課題を掘り起こ
し、取組を充実（戦略1）

・奈良県・市町村長サミット等において新規取組事業を掘り起こし、順次
実施します。
・新たなまちづくりの課題について、市町村と「まちづくり連携協定」を締
結し、協働してプロジェクトを実施します。

弱みを踏まえ追い風を活かす課題 今後の取組方針

強みで追い風を活かす課題

強みで向かい風を克服する課題 今後の取組方針

行財政運営面で課題のある市町村に対して、重点的・集中的に助言・指
導を実施し、自主的な取組を後押しします。

市町村の財政健全化への取組に対す
る支援（戦略3）

今後の取組方針

－175－－175－



－176－

５．平成２８年度の評価を踏まえ、平成３０年度に向けて見直した課題、取組

６．重要課題についての今後の取組方針

・県・市町村地方創生連携会議等を活用し、県と市町村の調整・情報交
換を行い、市町村の地方創生の推進を支援します。
・地方版総合戦略に基づく地方創生を達成する上での課題等の解決に
向けて、意見交換や市町村への助言を行います。

市町村の地方創生への支援（戦略2）

見直した課題 見直した取組方針、見直した内容

「奈良モデル」として
県・市町村の連携・協
働を積極推進（戦略１）

平成28年度に開催した「奈良モデルのあり方検討委員会」において、「奈良モデル」の推
進にあたっては、検討段階における支援が効果的であったと評価されたため、「奈良モ
デル推進補助金」の対象を、新たな広域連携の検討や計画策定の段階に特化する見直
しを行いました。

市町村独自で取り組む新たな市町村活
性化への支援（戦略3）

地域の特性や多様な資源を活かした地域づくりを推進するため、創意と
工夫あふれる市町村の事業を支援します。

小規模町村への具体的支援の検討
（戦略3）

小規模町村へ効果的な県の支援方法を具体的に検討し、実現可能なも
のから実施します。

弱みを踏まえ向かい風に備える課題 今後の取組方針

「奈良モデル」として県・市町村の連携・
協働を積極推進（戦略1）

・取組の検討段階における支援を重点的に行いながら、県と市町村、市
町村間の連携・協働を推進します。特に、平成28年度に実施した「奈良
モデル」の今後のあり方検討の結果を踏まえ、県域水道ファシリティマネ
ジメント、まちづくり、社会保障分野の医療・介護一体の取組を今後一層
推進するとともに、市町村行政の基礎となる分野の事務・行政サービス
の共同化や人材の共同確保・育成に取り組みます。
・「奈良モデル」に対する財政支援を実施します。（奈良モデル推進補助
金等）

「奈良モデル」のこれまでの成果を踏ま
え、県と市町村、複数の市町村が連携・
協働して取り組む検討課題を掘り起こ
し、取組を充実（戦略1）

・奈良県・市町村長サミット等において新規取組事業を掘り起こし、順次
実施します。
・新たなまちづくりの課題について、市町村と「まちづくり連携協定」を締
結し、協働してプロジェクトを実施します。

弱みを踏まえ追い風を活かす課題 今後の取組方針

強みで追い風を活かす課題

強みで向かい風を克服する課題 今後の取組方針

行財政運営面で課題のある市町村に対して、重点的・集中的に助言・指
導を実施し、自主的な取組を後押しします。

市町村の財政健全化への取組に対す
る支援（戦略3）

今後の取組方針

－175－－175－ －176－


